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平成２６年１１月２５日 
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新たな都市計画区域及び都市計画区域マスタープランが 

平成２７年３月（予定）決定されます！ 

 

 

 

本市は、合併により峰山都市計画区域と網野都市計画区域の２つの都市計画区域を有すること

になりましたが、山陰近畿自動車道の整備に伴う周辺都市基盤の整備や土地利用の増進等を見据

え、一体の都市として総合的に整備、開発及び保全するため、１つの都市計画区域に変更する手

続きを進めています。 

新たな都市計画区域の設定に伴い、京丹後都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（京丹後

都市計画区域マスタープラン）を定める必要 

があることから、市で原案を作成。平成２６ 

年６月開催の住民説明会ならびに京丹後市都 

市計画審議会での審議を経て京都府に原案を 

提出しました。 

 ９月には、市民が意見陳述を行う場として、 

公聴会の開催を予定しましたが、意見の申し 

出がなく中止となりました。 

 今後、京丹後都市計画区域マスタープラン 

（案）について、公告・縦覧、京都府都市計 

画審議会での審議、国土交通大臣の同意を経 

て、平成２７年３月に京丹後都市計画区域及 

び京丹後都市計画区域マスタープランの決定 

告示が行われる予定です。 

 

 

H26.6.10 住民説明会 

 

H26.6.11 京丹後市都市計画審議会 

【今後の予定】 

平成２６年１２月  

・京丹後都市計画区域マスタープラン（案）の公告・縦覧 

平成２７年２月    

・京都府都市計画審議会へ付議、国土交通大臣の協議 

平成２７年３月    

・京丹後都市計画区域、区域マスタープランの決定告示 
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京丹後都市計画区域マスタープランは、当該都市における人口・産業の現状及び将来の見通し等

を勘案して、長期的視点に立った都市の将来像を明確にするとともに、その実現に向けての大きな

道筋を明らかにし、都市計画の基本的な方向性を示すものです。 

 

〈主な内容〉 

１ 都市計画の目標 

山陰近畿自動車道や国道３１２号、北近畿タンゴ鉄道など、本都市計画区域の南北にわたる主

要道路や鉄道駅周辺を都市の骨格とし、都市機能の集積を図り、合理的な土地利用の実現と効果

的な都市基盤整備を進めます。 
 

２ 市街化区域及び市街化調整区域の区分（線引き）の有無 

線引きは行いません。 
 

３ 土地利用の方針 

本都市計画区域は現在用途地域を指定していませんが、今後は用途地域の指定や地区計画を活

用し、駅を中心とした良好な市街地環境の形成を目指します。 
 

４ 都市施設の方針 

（１）交通施設 

山陰近畿自動車道及びインターチェンジへのアクセス道路の整備を推進します。また、都市

計画道路網の見直しを早期に行います。 

（２）下水道 

京丹後市水洗化計画に基づき、下水道の整備を図ります。また、浸水防除の観点から雨水対

策施設の整備を図ります。 

（３）河川 

河川整備計画に基づく河川改修等の都市基盤整備を促進するとともに、円滑な情報伝達等の

警戒避難誘導への取り組みなどハード対策・ソフト対策の両面での総合的な治水対策を進めま

す。 
 

５ 市街地開発事業の方針 

駅を中心とした中心市街地の活性化及び丹後 

地域の中核として都市機能の集約を図るため、 

都市基盤整備を推進します。 
 

６ 自然環境の整備又は保全に関する方針 

公園整備については、徒歩圏内に居住する方 

が容易に利用できる地区公園の整備及び既設総 

合公園の再整備を図るほか、新たな歴史公園を 

配置します。 

 

京丹後都市計画区域マスタープラン（案）の概要 

 

 

ぼくが大人になる頃にはど

んなまちになるのかな？ 
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都市計画区域に 

含む地区 

 

峰山町 

吉原、不断、四軒、上、織元、古殿、室、呉服、富貴屋、堺、浪花、 

白銀、泉、光明寺、千歳、御旅、杉谷、安、菅、新治、長岡、新町、 

荒山、内記、丹波、矢田、石丸、赤坂 

大宮町 口大野、周枳、河辺、善王寺、森本の一部（工業団地周辺） 

網野町 
網野、浅茂川、下岡、小浜、公庄、高橋の一部、郷の一部、生野内の一

部（旧郷村における KTR 軌道から東側） 

都市計画区域から

除外する地区 
峰山町 小西、西山、鱒留、五箇、久次、二箇、橋木 

※下線部：新たに都市計画区域となる地区 

 

 

 

 現行都市計画区域 新都市計画区域 増減 

区 域 面 積  80.58km２ 62.98km２ -17.60km２ 

町別面積（k ㎡） 

現行都市計画区域 追加する区域 除外する区域 新都市計画区域 

峰山 大宮 網野 合計 峰山 大宮 網野 合計 峰山 大宮 網野 合計 峰山 大宮 網野 合計 

67.92 0.0 12.66 80.58 0.0 19.16 2.26 21.42 39.02 0.0 0.0 39.02 28.90 19.16 14.92 62.98 

 

 

 

京丹後都市計画区域 
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建ぺい率、容積率の指定 

建築物の敷地について、一定の空

き地を確保することで、騒音や延

焼の防止、日照、採光、通風など

の面で良好な環境を保つことがで

きます。このため新都市計画区域

では、全域が建ぺい率：６０％、

容積率：２００％となります（現

行都市計画区域と同じ）。 

 

道路斜線制限、隣地斜線制限の指定 

決められた斜線により建築物の高さを制限することで、日照、採光、通風を確保することができます。 

このため新都市計画区域では、全域が道路斜線制限：勾配１．５、隣地斜線制限：勾配２０ｍ＋１．

２５となります（現行都市計画区域と同じ）。 

 

 

道路斜線制限 

勾配 1.5 

１ 

勾配 1.5 

ＧＬ 

後退距離 後退距離 道路幅員 

建築物 

建ぺい率：敷地面積に対する建築面積 
     Ｓ１÷Ｓ０×１００＝建ぺい率（％） 
容積率 ：敷地面積に対する各階の床面積の合計 
     （Ｓ１＋Ｓ２＋Ｓ３）÷Ｓ０×１００＝容積率（％） 

 

 

屋根 

屋根 

建築物 

３階の床面積：Ｓ３ 

２階の床面積：Ｓ２ 

１階の床面積：Ｓ１ 

敷地面積：Ｓ０ 

道 路 

区域決定に伴い建ぺい率等が指定されます 

 

隣地斜線制限 勾配 1.25 

勾配 

１ 

1.25 

 

建築物 建築物 20ｍ 

隣地境界線 

ＧＬ 

勾配 1.25 

道路斜線制限：敷地と反対側の道路の境界から一定の角度（勾配 1.5）で引かれた斜線以

下に、建築物の高さを制限するもの。 

隣地斜線制限：隣地境界の一定の高さ（20ｍ）から一定の角度（勾配 1.25）で引かれた

斜線以下に、建築物の高さを制限するもの。 
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                       ４ｍ未満  

建築基準法は、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めることで、国民の生命、

健康及び財産の保護を図り、公共の福祉の増進に資することを目的としています。 

 

都市計画区域内で建築物を建てる際のよくあるご質問について、いくつか例をあげて紹介します。 

なぜ：緊急自動車の通行、災害時の避難、消

防活動をスムーズに行うため４ｍ以上

の幅員の公道に面していなければなり

ません。 

 

《建築 Q&A》 

２２条区域の指定 

建築物の屋根や外壁に一定の防

火性能を確保することで、建築物

の火災が近隣の建築物に延焼し大

火災となることを防止することが

できます。このため新都市計画区

域では、全域が２２条区域となり

ます（現行都市計画区域では、網

野全域、峰山の一部が指定）。 

前面道路

前面道路

４
ｍ
以

上２ｍ以上

D

原則として２ｍ必要
※ただしＤが長い場合、最大４ｍ必要な場合あり

前面道路
道路中心線

※敷地Ａ・Ｂ共みなし道路後退線より敷地側で建築・建替可

前面道路

４
ｍ

以
上

住宅は建築不可
住宅

この場合建築士にご相談をしてください
敷地の形状等で建築可能になる場合あり

離れ・物置・車庫等は建築可

【Ｑ１】

【Ｑ２】

【Ｑ４】

前面道路

【Ｑ５】

建築確認申請

提出先

建築主事

都市づくり研究所

（京都府丹後土木事務所）

（舞鶴市）

【Ｑ３】

【Ｑ９】 ２Ｈ

高
さ
Ｈ

２Ｈ

3
0
ﾟ

がけ

この場合、前面道路の幅員が４ｍに

４
ｍ

未
満

【Ｑ６】

【Ｑ８】

この部分は建築物・工作物の築造は制限される

2ｍ 2ｍ

2
ｍ

道
路

道路

みなし道路後退線

2
ｍ

2
ｍ

Ａ

Ｂ

幅
員

道路とみなす部分

【建ペイ率60%の地域：敷地面積の６割以内で建築しなければなりません】

敷地面積：１００㎡
建築面積：６０㎡

※この場合の建ペイ率は

60／100＝0.6 → 60%

満たないため建築はできません

 

Q1：前面の道路が少し狭くても住宅を建てることができますか？ 

 

A１：原則として、幅員４ｍ以上の公道（※）に面していないと建てることができません。 

（※）ここでいう公道とは、国道・府道・市道のことで、農道・里道は含みません。 

 

４ｍ未満 

5ｍ 

3ｍ 3ｍ 

5ｍ 
 

ＧＬ 道 路 

 

道
路
中
心
線 

道
路
境
界
線 隣

地
境
界
線 

延焼のおそれのある
部分 

延焼のおそれのある
部分 

３階 

２階 

１階 

屋根を、不燃材料（瓦・鉄板等）で葺く 

 

3m 

m5 

４ｍ以

上 

3m 

 

5m 5m 

GL 道 路 

 

延焼のおそれのある部分の外壁を、不燃仕様（準防火性能を備えた土塗壁、

モルタル、しっくい、防火サイディング壁等）に施工 
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      やじるし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

 

A２：原則として２ｍ以上公道に接していなければなりません。 

 

 

 

 

  

                      

 

 

 

 

 

 

 

A3：幅員が４ｍに満たない道路でも、都市計画区域となるまでに、その道路を利用した建築物が

２つ以上ある場合で、特定行政庁（※）の指定を受けた道路は、その道路の中心線から２ｍ

敷地側に入った線を「みなしの道路境界線」として後退して建築することができます。ただ

し、道路とみなされた敷地部分には建築物や構造物を建設することはできません。 

（※）特定行政庁：京都府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なぜ：災害時に建物から避難するのに

最低限必要とされる幅が２ｍ

と決められています。 

 

Q3：幅員が 4ｍに満たない道路の場合は、建築物や構造物を建てることができないのですか？ 

なぜ：４ｍに満たない道路に面して中心線からそれぞれの建築物が後退して建てることで、将来

４ｍの幅員の空間ができ、道路改良がしやすくなり、建築基準法に適合する道路ができま

す。（注）Q1 の場合の敷地で、これに該当する場合があります。 

Q2：幅員４ｍ以上の公道に面しなければならないようですが、敷地が最低何ｍ公道に接して

いなければなりませんか？ 

前面道路

前面道路

４
ｍ
以

上２ｍ以上

D

前面道路
道路中心線

※敷地Ａ・Ｂ共みなし道路後退線より敷地側で建築・建替可

前面道路

４
ｍ

以
上

住宅は建築不可
住宅

この場合建築士にご相談をしてください
敷地の形状等で建築可能になる場合あり

離れ・物置・車庫等は建築可

【Ｑ１】

【Ｑ２】

【Ｑ４】

前面道路

【Ｑ５】

建築確認申請

提出先

建築主事

都市づくり研究所

（京都府丹後土木事務所）

（舞鶴市）

【Ｑ３】

【Ｑ９】 ２Ｈ

高
さ
Ｈ

２Ｈ

3
0
ﾟ

がけ

この場合、前面道路の幅員が４ｍに

４
ｍ
未
満

【Ｑ６】

【Ｑ８】

この部分は建築物・工作物の築造は制限される

2ｍ 2ｍ

2
ｍ

道
路

道路

みなし道路後退線

2
ｍ

2
ｍ

Ａ

Ｂ

幅
員

道路とみなす部分

【建ペイ率60%の地域：敷地面積の６割以内で建築しなければなりません】

敷地面積：１００㎡
建築面積：６０㎡

※この場合の建ペイ率は

60／100＝ 0.6 → 60%

満たないため建築はできません

原則として２ｍ必要
※ただしＤが長い場合、最大４ｍ必要な場合があります

 

Ｌ 

Ｌ：路地状部分の長さ 

路地状部分 

Ｌ 

４ｍ以上 

原則として２ｍ以上必要。 

ただし、Ｌが長い場合、最大４ｍ必要な場合があります。 

 

前面道路

前面道路

４
ｍ
以
上２ｍ以上

D

原則として２ｍ必要
※ただしＤが長い場合、最大４ｍ必要な場合あり

前面道路
道路中心線

※敷地Ａ・Ｂ共みなし道路後退線より敷地側で建築・建替可

前面道路

４
ｍ
以
上

住宅は建築不可
住宅

この場合建築士にご相談をしてください
敷地の形状等で建築可能になる場合あり

離れ・物置・車庫等は建築可

【Ｑ１】

【Ｑ２】

【Ｑ４】

前面道路

【Ｑ５】

建築確認申請

提出先

建築主事

都市づくり研究所

（京都府丹後土木事務所）

（舞鶴市）

【Ｑ３】

【Ｑ９】 ２Ｈ

高
さ
Ｈ

２Ｈ

3
0
ﾟ

がけ

この場合、前面道路の幅員が４ｍに

満たないため建築は出来ません

４
ｍ

未
満

【Ｑ６】

【Ｑ８】

この部分は建築物・工作物の築造は制限される

2ｍ 2ｍ

2
ｍ

道
路

道路

みなし道路後退線

2
ｍ

2
ｍ

Ａ

Ｂ

幅
員

道路とみなす部分

【建ペイ率60%の地域：敷地面積の６割以内で建築しなければなりません】

敷地面積：１００㎡
建築面積：６０㎡

※この場合の建ペイ率は

60／100＝0.6 → 60%

 
 

道路とみなす部分 

みなし道路後退線 

みなし道路後退線 

道路とみなす部分 

幅
 
員

 

 
敷地Ａ・Ｂとも、みなし道路後退線より敷地側で建築・建替えができます。 
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A4：原則として、１敷地に１建築物となっており、１つの敷地内には２つの住宅は建てられ

ません。しかし住宅と離れ、住宅と物置、住宅と車庫などの関連した建築物は建てること

ができます。（離れとは、台所、便所、浴室のいずれかが設置されていないものをいう） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ５：京丹後市の都市計画区域内の建築については、敷地の６割（建ぺい率６０％）の建坪し

か建築できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

                        

Q4：敷地内にもう１軒住宅を建てたいのですが？ 

Q５：購入した敷地が狭いので、敷地いっぱいに建てたいのですが？ 

なぜ：市街地は建築物の密集が予想される区域であり、それぞれが敷地いっぱいに建築した場

合、防犯、防火、避難、敷地の通風、衛生面、環境面が悪化するため、建ぺい率（建築

面積／敷地面積）が定められています。 

 

前面道路

前面道路

４
ｍ

以
上２ｍ以上

D

前面道路
道路中心線

※敷地Ａ・Ｂ共みなし道路後退線より敷地側で建築・建替可

前面道路

４
ｍ

以
上

住宅

【Ｑ１】

【Ｑ２】

前面道路

【Ｑ５】

建築確認申請

提出先

建築主事

都市づくり研究所

（京都府丹後土木事務所）

（舞鶴市）

【Ｑ３】

【Ｑ９】 ２Ｈ

高
さ
Ｈ

２Ｈ

3
0
ﾟ

がけ

この場合、前面道路の幅員が４ｍに

４
ｍ

未
満

【Ｑ６】

【Ｑ８】

この部分は建築物・工作物の築造は制限される

2ｍ 2ｍ

2
ｍ

道
路

道路

みなし道路後退線

2
ｍ

2
ｍ

Ａ

Ｂ

幅
員

道路とみなす部分

敷地面積：１００㎡
建築面積：６０㎡

60／ 100＝ 0.6 → 60%

満たないため建築はできません

原則として２ｍ必要
※ただしＤが長い場合、最大４ｍ必要な場合があります

【Ｑ４】
離れ・物置・車庫等は建築可

住宅は建築不可

この場合は建築士にご相談をしてください

敷地の形状等で建築可能になる場合あります

※この場合の建ぺい率は

【建ぺい率 60%の地域：敷地面積の６割以内で建築しなければなりません】

 

なぜ：離れ、物置、車庫などは、住宅に付属する建築物で、敷地を分けると建築物の使用上不

都合が生じることから、同じ敷地で建築が可能です。一方、住宅は、分けても機能上支

障がないことから、1敷地 1 建築物が原則とされています。なお、敷地分割（登記の分

筆ではありません）が可能であれば、それぞれに建築できる場合があります。 

 

 

 

前面道路

前面道路

４
ｍ
以

上２ｍ以上

D
前面道路

道路中心線

※敷地Ａ・Ｂ共みなし道路後退線より敷地側で建築・建替可

前面道路

４
ｍ
以

上

住宅

【Ｑ１】

【Ｑ２】

前面道路

【Ｑ５】

建築確認申請

提出先

建築主事

都市づくり研究所

（京都府丹後土木事務所）

（舞鶴市）

【Ｑ３】

【Ｑ９】 ２Ｈ

高
さ
Ｈ

２Ｈ

3
0
ﾟ

がけ

この場合、前面道路の幅員が４ｍに

４
ｍ
未
満

【Ｑ６】

【Ｑ８】

この部分は建築物・工作物の築造は制限される

2ｍ 2ｍ

2
ｍ

道
路

道路

みなし道路後退線

2
ｍ

2
ｍ

Ａ

Ｂ
幅

員

道路とみなす部分

【建ペイ率60%の地域：敷地面積の６割以内で建築しなければなりません】

敷地面積：１００㎡
建築面積：６０㎡

※この場合の建ペイ率は

60／100＝ 0.6 → 60%

満たないため建築はできません

原則として２ｍ必要
※ただしＤが長い場合、最大４ｍ必要な場合があります

【Ｑ４】
離れ・物置・車庫等は建築可

住宅は建築不可

この場合は建築士にご相談をしてください

敷地の形状等で建築可能になる場合あります

 

 

建ぺい率 60％：敷地面積の６割以内で建築しなければなりません。 

離れ・物置・車庫等は建築できます。 

住宅は建築できません。 

この場合は、建築士にご相談ください。 

敷地の形状等で建築可能になる場合があります。 

４ｍ以上 
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Ａ６：都市計画区域内での建築物は、ほとんどの場合、建築確認申請が必要になります。申請に

より構造などの適合性判定が行われ、住宅の安全性が確認できます。 

 

 

 

（注）建築確認申請書の提出先は、「京都府丹後土木事務所（宮津市）」のほか、「都市（まち）

づくり建築技術研究所（舞鶴市）」など民間の確認検査機構です。 

 

 

  

 

平成２６年６月１０日開催の住民説明会に寄せられた質問を紹介します。 

 

 

 

 

 

Ａ１：平成２０年当時は、平成１７年度の国勢調査を基に、都市計画区域の素案を作成しました。

しかし、経済状況の悪化等により一旦中断。平成22 年度に国勢調査が行われたので、基礎

数値等を変更し、平成 23 年度に都市計画区域の見直しを行いました。 

   見直しにあたっては、現行の都市計画区域を基本に、人口データの最少集計単位である

「字」単位で、客観的な指標（人口の規模・増減、市街地の連担状況、都市施設の状況など）

により判定を行い、新たな都市計画区域を決定しています。 

    

 

 

 

 

 

Ａ２：農地法では、10ha 以上の規模の一団の農地や土地改良事業等の対象となった農地など

良好な営農条件を備えている農地を、第１種農地に区分し、原則として農地以外の転用が認

められていません。 

都市計画法では、農地法に基づき保全される、これら優良農地について、保全を基本とし

ています。 

 

 

 

 

 

Ｑ６：住宅は確認申請が必要ですか？ 

なぜ：住宅の構造補強の計算、シックハウスの対応、火災警報器の設置、換気計画、中間検査

における構造の確認など確認申請をすることで安心・安全が確保されます。 

住民説明会に寄せられた質問の紹介 

Ｑ１：平成２０年に発行された「きょうたんごの都市計画」に都市計画区域内人口、世

帯数、緑地の比率等が記載されていましたが、６年が経過し、データに変動はあり

ますか。それによって、都市計画をどう考えてきましたか。 

 

Ｑ２：農振農用地の指定外の農地においても、農地法で最近「第１種農地」として判断

され、農用地と同じように開発に規制がかかってきているケースがあります。こう

いったことについて、都市計画ではどう考えていきますか。 

 

 


